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地方都市における暫定逆線引き運用の実態と課題に関する研究 

A Study on Temporary Reverse Area Division System in Local Cities 

豊橋技術科学大学大学院工学研究科 准教授 浅野 純一郎 

 

（研究計画ないし研究手法の概略）                                   

 線引きの決定権限は都道府県にある為、都道府県に対するアンケート調査によって（表1）、当

初線引き以降の暫定逆線引き状況を把握した。ただし三大都市圏の諸都市や震災復興を考慮し、

東北3県は対象から除いている。次に都市計画図や「整備、開発及び保全の方針」等の都市計画文

書調査や担当者へのヒアリング（当該市町村を含む）等から暫定逆線引き実施の経緯や土地利用

の特色を把握した。加えて、典型地区や課題のある地区に対しては現地調査を行い、本研究をま

とめた。尚、本研究は予備調査段階からとしては2012年夏季にスタートし、本研究課題の助成期

間を通して行われた。さらに、2014年度にかけては、

地方都市における逆線引き運用（「暫定」ではなく）の

実態把握へと研究を発展させている。 

 

（実験調査によって得られた新しい知見）                                         

1. 研究の目的と分析フロー 

 暫定逆線引き制度は、計画的な市街地整備が行われる予定が無い地区に対し、土地区画整理事

業(以下、区画整理)が確実になった時点で市街化区域編入する事を条件に、当分の間、用途地域

を存置したまま市街化調整区域(以下、調整区域)に編入する制度である。本研究では、地方都市

における暫定逆線引き制度の運用状況とその課題を明らかにし、今後の制度活用の方策について

知見を得ることを目的とする。 

 本研究では、暫定逆線引き地区を現在も用途地域が存置されている地区(現在の暫定逆線引き地

区)と、既に用途地域が解除されたか市街化区域に再編入された地区(過去の暫定逆線引き地区)に

分類した。その上で、暫定逆線引き制度の運用課題や要因を①行政の指定方針、②土地利用状況、

③人口フレーム、④地権者の意向、⑤場所的特性の5要件に求めて、分析を進める。また、暫定逆

線引き状態から、用途地域解除(逆線引き)か市街化区域編入への移行を合わせて、暫定逆線引き

解除と呼ぶ。 

 研究のフローとして、2章では暫定逆線引き地区における全般的な制度運用の概要を整理し(前

記①～④の要件)、3章では暫定逆線引き後の指定経過と場所的特性を時系列で考察する(前記⑤の

要件)。4章では、同制度運用上、最も喫緊の課題として現在の暫定逆線引き地区における暫定逆

線引き解除の課題を取り上げる。 

 

2. 暫定逆線引き地区における運用概要と特色 

2-1.暫定逆線引き制度の適用時期と面積 

 暫定逆線引き地区の諸元を表2、3にまとめる。まず、暫定逆線引き制度が運用された時期につ

いて見る。各地区の暫定逆線引き決定された時期は、18地区中14地区が1984から1987年であり、

1980年の逆線引き通達の直後で、かつ、同通達から最初の定期線引き見直し時に当たっている。

つまり、各自治体が通達を受け暫定逆線引き制度を運用したことが窺える。また、18地区中16地

区は、1982年の特定保留区域の創設以前の、当初線引きや第1回定期線引き見直しにて市街化区域

に編入された地区である。つまり、当初、計画的市街地整備が具体化せずに市街化区域に編入さ

れた地区に対して計画的市街化を促す手法として同制度が活用されたと推察される。一方で、現

在も都市計画運用指針には逆線引きとその際の用途地域存置についての記載があり、現在に至る

まで継続して運用が可能であったものの、2000年以降の適用は2事例にすぎない。 
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地区の面積を見ると、逆線引き通達では市街化区域内に農地が残っている場合は5haを最低限度

としているが、10ha以下の比較的小規模な地区が18地区中7地区で見られる。 

2-2.暫定逆線引き地区の行政の指定方針と土地利用状況 

まず、現在の暫定逆線引き地区に対する今後の行政の指定方針を見る(表3)。用途地域存置を予

定するのは、八戸市 (尻内、市川地区)と大垣市(犬ヶ渕地区)の2市3地区である。市街化区域編入

を予定するのは、新潟市(大学南、坂井地区)、三島市(萩地区)、静岡市(中島地区)、焼津市(小川

第四地区)、浜松市(道本小林地区)の5市7地区である。逆に、用途地域解除を予定するのは岡山市

(下地区)のみである。過去の事例については(表2)、既に指定後ではあるものの、市街化区域に再

編入した事例は4地区(女池上山、鳥屋野・大島、琴平、上新保地区)、用途地域解除された事例は

4地区(太田、初生、長利、船穂町一之丁地区)存在する。 
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次に暫定逆線引き地区における土地利用状況を見る。対象区域における現在までの開発地面積

の地区内増加率を見ると(表2、3)、15％以上の増加が18地区中5地区で見られた。これらの地区を、

表2、3の行政の指定方針別に比較すると、過去の暫定逆線引き地区では市街化区域へ再編入され

た地区と用途地域解除された地区は1地区ずつある(前者は鳥屋野大島地区、後者は初生地区)。ま

た、現在の暫定逆線引き地区では、2地区が市街化区域への再編入予定であり(中島、小川第四地

区)、用途地域の解除予定は1地区(下地区)である。市街化区域編入する場合は、開発地の増加が

区画整理の地権者合意の障害となる(又は、なった)ことが推察される。他方で、用途地域解除す

るには、行政の指定方針と実際の土地利用(スプロールの進展)に差があり、そこに対応の難しさ

がある(又は、あった)と考えられる。 

暫定逆線引き地区における用途地域以外の土地利用規制を見ると、都計法34条11号の開発許可

条例の運用は、2地区(下、初生地区)で見られた。埼玉県における既往研究では、暫定逆線引き地

区の開発需要に応えるために開発許可条例が導入され、結果的にスプロールの発生に繋がってい

ることが報告されているが、対象とした地方都市においては暫定逆線引き地区における開発許可

条例の運用は2地区に留まる。 

2-3.暫定逆線引き地区の人口フレームと地権者の意向 

暫定逆線引き地区の人口フレームを見る。過去の暫定逆線引き地区の内、市街化区域編入され

た地区では、当時、全地区に特定保留区域が指定されており(当該市には、一般保留フレームもあ

った)、人口フレームの問題が指定方針に影響していないと考えられる。用途地域解除された地区

でも、全市とも保留フレームが確保されており、この内、2市2地区(太田、初生地区)では特定保

留区域に指定されていた。実際の用途地域解除には、後述する地権者の意向が影響したが、富山

高岡広域都市計画区域(以下、都計区域)では太田地区の用途地域解除時に、他に38地区538.3haが

市街化区域に編入されており、その影響が考えられる。 

現在の暫定逆線引き地区を見ると、用途地域存置予定の地区では、八戸市(尻内、市川地区)が

一般保留フレームしかなく、特定保留区域の指定は八戸市全域でゼロである。大垣市(犬ヶ渕地

区)では保留フレーム自体が無い。つまり、市街化区域の拡大自体が困難な自治体であるといえる。

次に、市街化区域に再編入予定の地区では、過去の事例に比べ保留フレーム自体が少ない。一般

保留が0.6千から7.1千人と全6地区中5地区が都計区域内で暫定逆線引き地区にのみ特定保留区域

が指定されている(萩地区を除く5地区)。しかし、今後、人口減少がさらに進み、人口フレームが

減少した場合、特定保留区域の維持が難しくなることが予想される。現に、萩地区(三島市)では、

特定保留区域指定の維持が困難となっている(3-2節で詳述)。用途地域解除予定の下地区を含む岡

山県南広域都計区域では一般保留フレームは無く、当該地区は特定保留区域に指定されていない

ものの、他地区に特定保留区域が指定されている。 

地権者の意向を見ると、過去の暫定逆線引き地区で市街化区域へ編入された地区では、地権者

から区画整理の同意を得た上で事業実施されている。また、用途地域解除された地区は、地権者

が区画整理に反対したか(太田、長利地区)、市街化区域編入の意志が無かった(初生地区)事例で

ある。このように市街化への積極的な支持が地権者から得られなかった場合は用途地域解除がな

されたことが分かる。 

現在の暫定逆線引き地区を見ると、用途地域存置予定の尻内地区では、一定以上の営農希望者

が存在し、市街化区域への編入は地権者の合意形成上困難である事が窺える。また、市街化区域

編入予定の地区では、6地区中4地区は地権者が市街化区域への編入を希望している(萩、中島、小

川第四、道本小林地区)。しかし、大学南と坂井地区では、地元から市街化区域編入の要望がなく、

行政の指定方針と地権者の意向が異なる。用途地域解除される予定の下地区では、一部地権者は

市街化区域編入を希望しており、用途地域解除の同意を得る障害になっていると推察される。 

 

3. 暫定逆線引き地区の指定経過と場所的特性 

図1に暫定逆線引き地区の指定経過と場所的特性(DID、都市計画道路(以下、都計道)、周辺市街

化区域との位置関係)を一覧する。これより、過去の暫定逆線引き地区の中では市街化区域に再編
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入された地区は、市街化区域再編入

時にDIDに含まれていた地区である

事が分かる(女池上山、鳥屋野・大

島、琴平、上新保)。また、これら

は周辺を市街化区域に囲まれている

上、都計道の計画と密接に関係して

いる。つまり、都市構造上重要な位

置にあったといえる。逆に、用途地

域が解除された地区は、DIDに含ま

れていない事例(太田、長利、船穂

町一之丁地区)や、都計道に接して

いない事例であり(初生地区)、都市

構造上の重要度では劣ると考えられ

る。過去の暫定逆線引き地区に関し

ては、場所的特性から考えると合理

的な指定がなされたといえる。 

現在の暫定逆線引き地区の内、用

途地域存置の予定地区を見ると、こ

れらはDIDに含まれていない地区で

あり(尻内、市川、犬ヶ渕地区)、市

川や犬ヶ渕地区は都計道との関係は

無い。一方で、尻内地区は都計道が

地区内を通り、市街化区域に囲まれ

た穴抜け調整区域であり、場所的特

性と行政の指定方針が整合しない。逆に市街化区域編入の予定地区には、暫定逆線引き以前に既

にDIDに含まれていた地区(中島、小川第四、道本小林地区)や、暫定逆線引き後にDIDに含まれた

地区(大学南、坂井地区)、周辺を市街化区域に囲繞されている地区(大学南、坂井、中島、小川第

四地区)が該当する。さらに、これらの内5地区は二本の都計道に関係しており(坂井、萩、中島、

小川第四、道本小林地区)、都市構造上重要な地区であるといえる(図1)。このように、用途地域

存置や市街化区域編入の予定地区は、場所的特性に対して行政の指定方針が概ね合理的になされ

ている。ところが、用途地域が解除される予定の下地区は、二本の都計道に接していると共にDID

に含まれており、都市構造上重要な地区であるが、行政の指定方針と場所的特性が一致しない事

例となっている。 

 

4.暫定逆線引き解除に向けた課題 

4-1.対象地区の課題分類  

本章では現在の暫定逆線引き地区を対象に暫定逆線引き解除に向けた課題を分析する。そのた

めに、2章、3章で論じた5要件毎に各地区の課題を整理した(表4)。①行政の指定方針では、暫定

逆線引き後の指定方針の明確性、②土地利用

状況では、市街化区域編入から現在までの開

発状況、③人口フレームでは、保留フレーム

の確保の困難さ、④地権者の意向では、暫定

逆線引き解除に向けた合意の見通し、⑤場所

的特性では、指定方針と場所的特性との関連

を判断基準とした。その結果、特に課題が顕

著な事例として、5地区を取り上げる。つまり、

用途地域存置を予定している地区では尻内、
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犬ヶ渕地区、市街化区域再編入を予定している地区では萩、中島地区、用途地域解除を予定して

いる地区では下地区である。 

4-2.用途地域存置予定の場合の課題 

現行の第6版都市計画運用指針では、「存置した用途地域については、都市的土地利用の可能性

が失われた時点で速やかに廃止する事が望ましい」と記述があり、用途地域存置はあくまで暫定

であり、非正規な状態と解釈できる。そこで本節では、用途地域存置を予定する理由を考察する。

尻内地区(八戸市)は、JR八戸駅東側約1kmに位置するが、営農希望者の土地を穴抜き状に暫定逆線

引きした経緯から、市街化区域に囲繞されている(表5、図2)。このような立地条件から、市では

基盤整備手法の見通しを持たないものの、市街化区域編入を目指す意向を維持し続けている。一

方で、地権者の多くは高齢化が進みつつも、現在も営農を希望しており、市でも地権者の意向を

尊重し開発許可制度の運用を通して土地利用を保全してきた(表5)。このように、地権者の意向に

より市街化区域編入の見通しは現在無いが、営農の継続性や開発動向次第では市街化区域編入が

出来るように用途地域存置を現在まで継続してきた事が分かる。市街化区域編入を目指す市の意

向と営農を希望する地権者の意向が合わないことが、用途地域存置の理由となっている。犬ヶ渕

地区(大垣市)は、市街化区域縁辺部に位置し、都計道大垣一宮線にほぼ接している。大垣市では

人口フレームの減少により、これ以上の市街化区域拡大は困難であり、当該地区を市街化区域編

入する意向はない（表5）。が、同市では、幹線道路に近接しながら当該地区内で目立った開発が

無かった理由として用途地域存置の効果を見ている。加えて、地区内地権者の土地利用意向も明

確ではない。このように、大垣市では当該地区の将来土地利用像が不明である為、現状維持とし

ての用途地域存置が継続予定である。 

4-3.市街化区域再編入予定の場合の課題 

萩地区(三島市)は、市街化区域縁辺部の丘陵地(裾野市との境界)に位置している。三島市では、

低層住宅地として当該地区を整備する方針であり、区画整理の都市計画決定を行った上で、同地

区を1997年に市街化区域に編入した。しかし、その後、地区内で都計法53条による開発が一部で

進み事業が困難となり(図2のA)、暫定逆線引きされた(2003年)。また、事業成立を不安視する地

権者もおり地権者合意にも課題が残る。さらに、近年の人口フレームの減少により、2010年の第6

回定期線引き見直しでは特定保留区域の維持ができず、静岡県は次回定期線引き見直し時には用
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途地域維持も困難であるとの方針を示してい

る。中島地区(静岡市)は、周辺を市街化区域

に囲まれ、国道150号等の幹線道路が通る立地

条件から、静岡市は市街化区域編入が妥当で

あるとしている。しかし、同地区では、当初

市街化区域指定時から暫定逆線引き間にかけ

て、既に開発が進んでいた(表3、図2)。その

ため、今後の事業計画では、既存の基盤を活

かし地区計画導入を予定する区域と(図2中の

a)、基盤が貧弱であるため区画整理を予定す

る区域(図2中のb)が混在し、事業に対する地

権者合意が困難となっている(表5)。一方、静

岡市では、人口フレームの減少から第7回定期

線引き見直し(次回)では人口フレーム調整の

困難が懸念されることから、2014年の随時編

入を目標としており、地権者合意が急務とな

っている。このように両市共、人口フレーム

の減少から事業期限の先延ばしができない中

で地権者合意に臨むという難しい対応に迫ら

れている。 

4-4.用途地域解除予定の場合の課題 

下地区（岡山市）は、JR東岡山駅南部に位置

し、二本の都計道に挟まれたエリアにある。

岡山市は当初から市街化区域編入を目指し、

地区住民に働きかけてきたものの、地権者側

の要望により区画整理が中断した経緯がある

(表5)。さらに、地権者説明会での暫定逆線引

き決定（1991年）と、第3回定期線引き見直し(1994年)での暫定逆線引き正式決定との間に駆け込

み的な開発が進み(図2のB、C、D等)、区画整理が困難な土地利用状況となった。そのため、岡山

市ではこれを区画整理実現不可の状況とみなし、市街化区域再編入は不要との原則に立って、早

期の用途地域解除を目指している。しかし、一部地権者が市街化区域編入を望み、他方で、営農

意欲も特段高くなく、用途地域解除の地権者合意を得ることも困難であることから、用途地域を

存置しておくしか方策が無い。下地区では、暫定逆線引決定直前の駆け込み開発が遠因であった

ものの、市街化区域編入と用途地域解除のいずれに対しても地権者合意が難しく、暫定逆線引き

解除が困難となっている。また、用途地域解除した場合でも、同地区にはスプロール市街地が調

整区域として残されることとなる。 
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